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(8月13日の質問関連 )

番号 月日 質問・回答 備考

① 8月13日 質問

② 8月13日 質問

質問の修正（Ｑ１０の削除）

③ 8月20日 回答

13日の質問の回答（Ｑ８を除く）

④ 8月24日 回答

Ｑ８について回答

⑤ 9月3日 回答

20日の回答の修正

(8月23日の質問関連 )

番号 月日 質問・回答 備考

⑥ 8月23日 質問

20日の回答について質問

⑦ 9月3日 回答

23日の質問の回答


１００８１３
宮本博司　
槇尾川整備計画についての質問
・これまでに提出している質問で未回答であるものを含めて、再度質問します。次回委員会までにできるだけ論点を整理しておきたいので、早急にご回答お願いいたします。
1． 従来の事業評価委員会に提出された氾濫シミュレーション(浸水想定区域図に使われているシミュレーション)範囲と今回示された氾濫シミュレーション範囲は大きく異なる。従来と今回では、モデル自体が異なっているとの説明であったが、具体的にどのように異なっているのか。
2． 従来モデルを使った氾濫シミュレーションでは、約５ｋｍ地点で破堤し、その氾濫区域が阪和線下流域までひろがっているが、阪和線のバンクはどのように扱われているのか。
3． Ｂ－Ｃ算定について、環境コストをどのように考慮しているのか。
4． Ｂ－Ｃ算定における氾濫シミュレーションにおいて、現実には起こり得ない複数同時破堤が生じるとしているのは、氾濫被害を過大評価しているのではないか。
5． Ｂ―Ｃ算定において、雨量確率を洪水発生確率に代用していることは氾濫被害を過大評価しているのではないか。
6． ＨＷＬ以下の水位では破堤しないという前提で氾濫シミュレーションを行っているが、ＨＷＬ以下の水位では破堤しないというチェックはどのように行っているのか。
7． 下流域で最大の氾濫を生じさせる板原橋下流右岸での破堤原因は堤防洗掘という説明であったが、頑丈固められたコンクリート護岸があの場所の水流で破壊するとは考えられない。洗掘破堤の生じるメカニズムをどのように想定しているのか。
8． 板原橋下流右岸が破堤しない場合の河川改修＋ダム案のＢ－Ｃの値はいくらか。
9． 河川改修を行えば、下流への流量が増大することにより効果がマイナスになると算定しているが、これは槇尾川特有のことなのか。他の河川ではそのようなことは起こらないのか。仮に同様のことが起こるのであれば、中上流部の河川改修は行わないのか。
10． ｹｰｽ１（ダム＋河川改修）における上流部１．６ｋｍ区間についてのＢ－Ｃの値はいくらか。
１００８１３
宮本博司　
槇尾川整備計画についての質問
・これまでに提出している質問で未回答であるものを含めて、再度質問します。次回委員会までにできるだけ論点を整理しておきたいので、早急にご回答お願いいたします。
1． 従来の事業評価委員会に提出された氾濫シミュレーション(浸水想定区域図に使われているシミュレーション)範囲と今回示された氾濫シミュレーション範囲は大きく異なる。従来と今回では、モデル自体が異なっているとの説明であったが、具体的にどのように異なっているのか。
2． 従来モデルを使った氾濫シミュレーションでは、約５ｋｍ地点で破堤し、その氾濫区域が阪和線下流域までひろがっているが、阪和線のバンクはどのように扱われているのか。
3． Ｂ－Ｃ算定について、環境コストをどのように考慮しているのか。
4． Ｂ－Ｃ算定における氾濫シミュレーションにおいて、現実には起こり得ない複数同時破堤が生じるとしているのは、氾濫被害を過大評価しているのではないか。
5． Ｂ―Ｃ算定において、雨量確率を洪水発生確率に代用していることは氾濫被害を過大評価しているのではないか。
6． ＨＷＬ以下の水位では破堤しないという前提で氾濫シミュレーションを行っているが、ＨＷＬ以下の水位では破堤しないというチェックはどのように行っているのか。
7． 下流域で最大の氾濫を生じさせる板原橋下流右岸での破堤原因は堤防洗掘という説明であったが、頑丈固められたコンクリート護岸があの場所の水流で破壊するとは考えられない。洗掘破堤の生じるメカニズムをどのように想定しているのか。
8． 板原橋下流右岸が破堤しない場合の河川改修＋ダム案のＢ－Ｃの値はいくらか。
9． 河川改修を行えば、下流への流量が増大することにより効果がマイナスになると算定しているが、これは槇尾川特有のことなのか。他の河川ではそのようなことは起こらないのか。仮に同様のことが起こるのであれば、中上流部の河川改修は行わないのか。
10． ＊ご指摘の通り、ｹｰｽ１で上流部だけを切り離したＢ－Ｃは算出できないので、質問１０は取り消します。
H22.8.20

槇尾川整備計画についての質問への回答
Ｑ１．従来の事業評価委員会に提出された氾濫シミュレーション(浸水想定区域図に使われているシミュレーション)範囲と今回示された氾濫シミュレーション範囲は大きく異なる。従来と今回では、モデル自体が異なっているとの説明であったが、具体的にどのように異なっているのか。

Ａ１．

（1） 過去の事業評価時点では、河道の流下モデルと氾濫モデルとが別であり、一度河川から溢れた洪水は、河川に戻ることはないものとなっている。一方、現在は一体で解析できるモデルが構築され、今回の1洪水の氾濫解析では、一度河川から溢れた洪水も場合によれば、河川に戻ることができる氾濫もどしが考慮されている。

（2） 従来の事業評価委員会で提出された氾濫シミュレーションでは、氾濫ブロックを設定しているが、今回の１洪水の氾濫解析では、ブロックの設定をしていない。

（3） メッシュ間隔が当時は125ｍ、現在は50ｍであり、今回のモデルは、より微地形が反映されていると考えている。

Ｑ２．従来モデルを使った氾濫シミュレーションでは、約５ｋｍ地点で破堤し、その氾濫区域が阪和線下流域までひろがっているが、阪和線のバンクはどのように扱われているのか。

Ａ２．従来モデルを使った氾濫シミュレーションでは、JR阪和線は、境界条件

としていない。

Ｑ３．Ｂ－Ｃ算定について、環境コストをどのように考慮しているのか。

Ａ３． 

· 環境に関する事業費をコストに反映しており、定量的な評価等については今後の課題として、委員会で議論いただきたい。

· 失われる環境に対するコストをどのように反映するかが課題であるのは認識しているが、現時点での評価手法が確立されていないことから、上記のような対応で整理している。

· なお、槇尾川では、伐採木をチップ化して森林表土と混ぜて吹き付け、植生復元を図るなど、環境に寄与する工法も実施している。
Ｑ４．Ｂ－Ｃ算定における氾濫シミュレーションにおいて、現実には起こり得ない複数同時破堤が生じるとしているのは、氾濫被害を過大評価しているのではないか。

Ａ４．

· 現在価値化するために治水経済調査マニュアルの手法を参照した。

· 「１洪水における氾濫解析は過小、治水経済調査マニュアルにあるブロックごとの破堤は過大なので、氾濫発生の確率を評価すべき」との委員意見はあるが、堤防の破堤確率等を評価する手法が確立されていないことなどが課題となっている。

· また、治水経済調査マニュアルにおける被害額には、人命や、社会経済に及ぶ被害等が入っていないことから過小評価との意見もある。

· 今後、国の動向もみながら、適切に対応していく。
Ｑ５．Ｂ―Ｃ算定において、雨量確率を洪水発生確率に代用していることは氾濫被害を過大評価しているのではないか。

Ａ５．

· 雨量確率を用いることは、治水経済調査マニュアルや河川砂防技術基準（計画編）にもその妥当性について明記してあり、問題ないと考えている。

〔参考〕

◆効果算定のための洪水シミュレーションについて
確率規模別の洪水ハイドログラフは、基本高水の検討で採用した方法（流量確率、降雨確率）により、所定の確率に一致するよう降雨等の引伸しを行い、流出計算により設定する。

（治水経済調査マニュアル　平成１７年４月　国土交通省河川局より抜粋）

◆基本高水決定の手法（河川砂防技術基準　計画編より）
基本高水を設定する方法としては、種々の手法があるが、一般には対象降雨を選定し、これにより求めることを標準とするものとする。

Ｑ６．ＨＷＬ以下の水位では破堤しないという前提で氾濫シミュレーションを行っているが、ＨＷＬ以下の水位では破堤しないというチェックはどのように行っているのか。

Ａ６．

· 今回のシミュレーションの前提条件として、ＨＷＬを越えた場合、背後地の地盤高を越えた時点で破堤するとしている。

· これまでの経験工学上、ＨＷＬ以下の水位であれば、一定の安全度は確保されるものと判断しており、HWL以下の水位で破堤し、被害が生じた場合には、河川管理者として責任を負うものと考えている。

Ｑ７．下流域で最大の氾濫を生じさせる板原橋下流右岸での破堤原因は堤防洗掘という説明であったが、頑丈固められたコンクリート護岸があの場所の水流で破壊するとは考えられない。洗掘破堤の生じるメカニズムをどのように想定しているのか。

Ａ７．

· ＨＷＬ以上の護岸の安全性については、技術的に裏づけがないことから、評価していないが、HWL以上の堤防補強は、超過洪水対策や実現象の不確実性による減災対策として検討していく。

· 一般的に、破堤は、越水・洗掘・浸透等を要因として発生する。HWL以上の護岸の安全性は保障できないことから、洗掘等が発生する可能性があると考えている。

Ｑ８．板原橋下流右岸が破堤しない場合の河川改修＋ダム案のＢ－Ｃの値はいくらか。

Ａ８．

（試算中）

Ｑ９．河川改修を行えば、下流への流量が増大することにより効果がマイナスになると算定しているが、これは槇尾川特有のことなのか。他の河川ではそのようなことは起こらないのか。仮に同様のことが起こるのであれば、中上流部の河川改修は行わないのか。

Ａ９．

· 河川の改修を行えば、流量が増えるのは確かであり、確認する必要はあるが、他の河川で効果がマイナスになるかどうかについては、シミュレーション結果を見ないと判断できない。

· ただし、シミュレーション結果により危険度Ⅱ、Ⅲが残れば、危険度を解消するため、治水対策を進める必要はあると考えている。
H22.8.24
槇尾川整備計画についての質問への回答
Ｑ８．板原橋下流右岸が破堤しない場合の河川改修＋ダム案のＢ－Ｃの値はいくらか。

Ａ８．
・HWL以上の護岸の安全性については、技術的に裏づけがないことから、評価

していない。

・今回、板原橋下流右岸が破堤しない場合のB－Cを試算するよう委員より意見がありましたので、仮に、板原橋下流右岸が破堤しないとして、試算した結果を以下に示す。

1 費用－効果（単純和）
:△28億円

2 現在価値化した費用－効果
:△74億円

H22.9.3
槇尾川整備計画についての質問（H22.8.13）への回答（H22.8.20）の修正

Ｑ６．ＨＷＬ以下の水位では破堤しないという前提で氾濫シミュレーションを行っているが、ＨＷＬ以下の水位では破堤しないというチェックはどのように行っているのか。

Ａ６．

· 今回のシミュレーションの前提条件として、ＨＷＬを越えた場合、背後地の地盤高を越えた時点で破堤するとしている。

· これまでの経験工学上、ＨＷＬ以下の水位であれば、一定の安全度は確保されるものと判断している。おり、HWL以下の水位で破堤し、被害が生じた場合には、河川管理者として責任を負うものと考えている。
【修正理由】

堤防が破堤したときに、河川管理者が責任を負うのは、河川の管理瑕疵があると判断される場合であり、単に水位がHWL以下で破堤したからといって、一概に責任を負うとは断定できないから。
Ｑ７．下流域で最大の氾濫を生じさせる板原橋下流右岸での破堤原因は堤防洗掘という説明であったが、頑丈固められたコンクリート護岸があの場所の水流で破壊するとは考えられない。洗掘破堤の生じるメカニズムをどのように想定しているのか。

Ａ７．

· ＨＷＬ以上の護岸の安全性については、技術的に裏づけがないことから、評価していないが、HWL以上の堤防補強は、超過洪水対策や実現象の不確実性による減災対策として検討していく。

· 一般的に、破堤は、越水・洗掘・浸透等を要因として発生する。HWL以上の護岸の安全性は保障できに技術的な裏づけがないことから、洗掘等が発生する可能性があると考えている。

１００８２３
宮本博司　
槇尾川河川整備計画についての質問
8月20日にいただいた回答に基づき以下の質問をいたします。
1． （Ｑ１，Ｑ２について）
従来の事業評価委員会に提出された氾濫シュミレーションは、
1 川から氾濫した水が川に戻ることを考慮していない。
2 阪和線のバンクを境界条件としていない。（阪和線のバンクがないとして、上流で氾濫した水が下流域まで広域にひろがる。）
　　ことから、氾濫範囲が実現象より過大に評価されている。
1 ②を踏まえてモデルを修正した場合、これまでの事業評価委員会で示された槇尾川ダムのB/Cの値はいくらになるのか。
2． （Ｑ４について）
氾濫シュミレーションにおいて、実際には生じない複数地点同時破堤を前提にしていることに対して、滋賀県ではこの前提では氾濫被害が過大評価されるとして、是正している。このことについての見解如何。
3． （Ｑ５について）
大阪府は、これまでの治水検討部会や委員会において、雨量確率を洪水確率に代用することについては、「巾があるので検討する」と述べてきたが、今回の回答では、「問題ない」としている。これまで、「検討する」と言ってきたにもかかわらず、今回「問題ない」とするのであれば、検討したことを踏まえての説明をお願いいたします。
4． （Ｑ６について）
「経験工学上、ＨＷＬ以下の水位であれば、一定の安全度は確保されるものと判断」としているが、水位がＨＷＬ以下であればどのような未整備の堤防でも安全度は確保されるのか。ＨＷＬ水位に対して堤防の安全性を照査することによって、一定の安全度を確保しているのではないか。質問は、その照査（チェック）をどのように行っているのかというものであり、Ａ６は回答になっています。再度回答をお願いいたします。
H22.9.3

槇尾川整備計画についての質問（H22.8.23）への回答

8月20日にいただいた回答に基づき以下の質問をいたします。
Ｑ１．（Ｑ１，Ｑ２について）

従来の事業評価委員会に提出された氾濫シュミレーションは、

1 川から氾濫した水が川に戻ることを考慮していない。
2 阪和線のバンクを境界条件としていない。（阪和線のバンクがないとして、上流で氾濫した水が下流域まで広域にひろがる。）

　　　ことから、氾濫範囲が実現象より過大に評価されている。

①②を踏まえてモデルを修正した場合、これまでの事業評価委員会で示された槇尾川ダムのB/Cの値はいくらになるのか。

Ａ１．
· モデルを修正した場合の、B／Ｃについては、算定していない。

· なお、前回（8月12日）の河川整備委員会では、治水経済調査マニュアル（案）に基づき、現時点から時間雨量65ﾐﾘ対策完成後における、効果－費用及び経済的内部収益率について示している。
Ｑ２．（Ｑ４について）

氾濫シュミレーションにおいて、実際には生じない複数地点同時破堤を前提にしていることに対して、滋賀県ではこの前提では氾濫被害が過大評価されるとして、是正している。このことについての見解如何。

Ａ２．
（滋賀県の氾濫シミュレーション）

· 流域治水検討委員会（学識者部会）の「水害に強い地域づくりのための流域治水の重点施策の推進方策について（提言案）」において、１洪水による氾濫シミュレーションを実施している。

· しかし、このシミュレーションは、地先危険度の表示・公表や土地利用・建築規制等の目的で行っており、事業の妥当性を判定するために行っているものではないときいている。
· 事業の妥当性の評価については、国の治水経済調査マニュアルに基づいて、氾濫シミュレーションをしているときいている。

（大阪府の氾濫シミュレーション）

· 50ﾐﾘ対策後に65ﾐﾘもしくは80ﾐﾘの降雨で危険度Ⅱ・Ⅲが生じる場合、当面の治水目標を設定するための相対化指標として、１洪水による氾濫シミュレーションを実施している。

· 事業の妥当性の評価については、国の治水経済調査マニュアルに基づいて、氾濫シミュレーションをし、判断している。

（府の見解）
· 以上のことから、委員から質問のありました、「滋賀県では複数同時破堤では氾濫被害が過大評価されるとして、是正している」とされる、氾濫シミュレーションについては、地先危険度の表示・公表や土地利用・建築規制等を目的とするもので、滋賀県も事業の妥当性の評価については、国の治水経済調査マニュアルを使用していることから、大阪府が実施していることと齟齬が生じていないと考える。

Ｑ３．（Ｑ５について）
大阪府は、これまでの治水検討部会や委員会において、雨量確率を洪水確率に代用することについては、「巾があるので検討する」と述べてきたが、今回の回答では、「問題ない」としている。これまで、「検討する」と言ってきたにもかかわらず、今回「問題ない」とするのであれば、検討したことを踏まえての説明をお願いいたします。

Ａ３．
· 第４回検討部会の『今後の治水対策の進め方（案）に対する意見』で、「降雨確率とその降雨波形の発生確率は異なることから、外力が過大・過小とならないよう複数の降雨波形を検討するなど、流量規模、ひいては被害額の算定に幅を持たせる方法も検討すること。」とされている。

· このため、第２回整備委員会で、モデル降雨以外に、降雨の傾向が異なる２降雨を加えた計３降雨を用いて氾濫シミュレーションを実施し、複数の降雨波形による被害発生箇所の違いを確認したところ。
· １洪水による氾濫シミュレーションのＢ－Ｃは、65ﾐﾘもしくは80ﾐﾘのどちらの方が、事業効率がよいのか判断するための相対化指標であり、降雨波形による被害形態の把握は必要であるが、降雨波形の違いによるＢ－Ｃの絶対値自体に意味はないと考えている。
· なお、氾濫シミュレーションにおいて、雨量確率を用いることは治水経済調査マニュアルや河川砂防技術基準（計画編）にも明記してあることから問題はないと考えている。
Ｑ４．（Ｑ６について）
「経験工学上、ＨＷＬ以下の水位であれば、一定の安全度は確保されるものと判断」としているが、水位がＨＷＬ以下であればどのような未整備の堤防でも安全度は確保されるのか。ＨＷＬ水位に対して堤防の安全性を照査することによって、一定の安全度を確保しているのではないか。質問は、その照査（チェック）をどのように行っているのかというものであり、Ａ６は回答になっています。再度回答をお願いいたします。

Ａ４．

· 河川堤防は、堤体の材料が不明であり強度が不均一であること、水防活動と一体となって堤防の安全性が確保されていることなど、長年の経験を踏まえて整備されたものである。

· そこで、河川管理施設等構造令では、その設計に関する事項としては、断面形状（余裕高、天端幅等）の最低基準を河川の流量に応じて規定する、形状規定方式を基本としており、通常の構造物で行われているような構造物の耐力と外力を比較するという設計法がなされていない。

· なお、先日委員から平成14年の「河川堤防設計指針」による照査は行っていないのかとの意見がありましたが、平成16年に、国により「中小河川における堤防点検・対策ガイドライン（案）」が策定されたことを受け、土堤区間で洪水継続時間が長い等を考慮して重点対象区間（24河川、約120km）を絞込み、同ガイドライン（案）に基づき、概略検討を実施している。
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